
財務諸表 1

(平成28年 3月 31日 現在 ) (単位 :円 )
科 目 当年度 前年度 増 減

資産の部

流動資産

現金預金

未収金

流動資産合計

固定資産

(1)基本財産

投資有価証券

定期預金

基本財産合計

(2)特定資産

退職給付引当資産

特定資産合計

(3)その他固定資産

電話力日入債権

その他固定資産合計

固定資産合計

資産合計

負債の部

流動負債

未払金

預り金

預り助成金

雇用保険等の預り金

流動負債合計

固定負債

退職給付引当金

固定負債合計

負債合計

正味財産の部

指定正味財産

基本財産

指定正味財産合計

(うち基本財産への充当額)

(うち特定財産への充当額)

一般正味財産

(うち基本財産への充当額)

(うち特定財産への充当額)

正味財産合計

負債及び正味財産合計

Ⅲ

10,061,573

0

11,030,400

0

△ 968,827

0

10,061,573 11,030,400 △ 968,827

630,749,280

333,310

559,411,914

1,088,500

71,337,366

△ 755,190

631,082,590 560,500,414 70,582,176

0 0 0

0 0 0

74,984 74,984 0

74,984 74,984 0

631,157,574 560,575,398 70,582,176

641,219,147 571,605,798 69,613,349
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731

0

731

36,165

2,854,706

2,809,933

44,773

△ 1,351

△ 2,809,975

△ 2,809,933

△ 42

79,545 2,890,871 △ 2,811,326

0 0 0

0 0 0

79‐ 545 2,890,871 △ 2,811,326

631,082,590 560,500,414 70,582,176

631,082,590

631,082,590

0

560,500,414

560,500,414

0

70,582,176

70,582,176

0

10,057,012 8,214,513 1,842,499

10,057,012 8,214,513 1,842,499

0 0 0

641,139,602 568,714,927 72,424,675

641,219,147 571,605,798 69,613,349
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財務諸表2

正 味 財 産 増 減 計 算 書
(平成27年 4月 1日 から平成28年 3月 31日 まで)

単位 :円

目科 当年度 前年度 増 減
一般正味財産増減の部

経常増減の部

(1)経常収益
基本財産運用益

基本財産受取利息

受託事業収入 (全国センター )

受託業務収入 (県 )

雑収益

経常収益計

(2)経常費用

事業費

役員報酬

給料手当

臨時雇賃 /1S

福利厚生費

旅費交通費

会議費

通信運搬費

消耗品費

印刷製本費

賃借料

諸謝金

支払助成金

雑費

管理費

役員報 BIl

給料手当

臨時雇賃金

福利厚生費

旅費交通費

会議費

通信運搬費

消耗品費

賃倍料

諸謝金

租税公課

支払負担金

雑費

経常費用計

評価損益調整前当期経常増減額

基本財産評価損益等

特定資産評価損益等

投資有価証券評価損益等

評価損益等計

当期経常増減額

10,690,572

10,690,572

625,186

126,020

2,432

12,513,489

12,513,489

606,1389

0

3.318

△ 1,822,917

△ 1,822,917

18,797

126,020

▲ 886

11,444,210 13,123,196 △ 1,678,986

7,383,793

0

1,762,433

0

272,748

210,400

9,585

73,885

75,885

93,960

287,808

0

4,540,038

57,051

2,267,918

153,600

1,314,500

0

119,151

99,025

32,667

33,794

46,713

311,792

0

24,900

68,040

63,733

12,287,880

0

1,464,4413

0

236,261

155,390

6,345

48,705

40,511

0

219,647

0

10,078,630

37,948

912,035

201,600

764,177

11.200

135,255

105,745

26,602

41,241

33,756

426,373

0

23,100

68,040

74,946

4,904,087

0

297,990

0

36,487

55,010

3,240

25,180

35,374

93,960

68,161

0

5,538,592

19,103

0

△ 644,117

△ 48,000

′ヽ 449,677

△  11,200

詮ゝ 16,101

△ 6,720

6,065

△ 7,447

12,957

△ 114,581

0

1,800

0

△ 11,2113

9,651,711 15,199,915 △ 5,548,204

1,792,499 △ 2,076,719 3,869,218

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 C

1,792,499 △ 2,076,719 3,869,218
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財務諸表2

科 目 当年度 前年度 増  減

2経 常外増減の部
(1)経常外収益

投資有価証券売去]益

経常外収益計

(2)経常外費用

経常外費用計

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

指定正味財産増減の部

基本財産運用益

基本財産受取利雇、

基本財産評価損益

投資有価証券評価損益
‐
般正味財産への振替額

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

正味財産期末残高

50,000 0 50,000

50,000 50,000

0

0 0 0

50,000 0 50,000

1,842,499 △ 2,076,719 3,919,218

8,214,513 10,291,232 △ 2,076,719

10,057,012 8,214,513 1,842,499

4,814,326

4,814,326

70,582,176

70,582,176

△  4,814,326

8,519,489

8,519,489

18,429,542

18,429,542

8,519,489

0

∠主、3,705,163

△ 3,705,163

52,152,634

52,152,634

3,705,163

70,582,176 18,429,542 52,152,634

560,500,414 542,070,872 18,`129,542

631,082,590 560,500,414 70,582,176

641,139,602 568,714,927 72,424,675
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(単

科 目

公 1又益

法人会計 合計確保対策
(養殖復興支援)

育成対策
青年等
組織活動

共通 計
地区協議会
活動

担い手
推進

計

I一般正味財産増減簿部
1経常増減の部
(1)経常収益

基本財産運用益

基本財産受取利息

受託事業収入(全国センター )

受託業務収入 (県 )

雑収益

経常収益計

(2)経常費用

役員報酬

給料手当

臨時麗賃金

福利厚生費

旅費交通費

会議費

通信運搬費

消耗品費

印mll製本費

賃借料

諸謝金

租税公課

支払助成金

支払負担金

雑 費

経常費用計

評価損益等調整前当期経常
増減額

基本財産評価損益

特定資産評価損益

投資有価証券評価損益等

評価損益計

当期経常増減額

126,020

7,483,400

7,483,400

0

0

1,702

0

0

0

7,483,400

7,483,400

0

126,020

1,702

0

0

625,186

0

0

0

0

625,186

0

0

3,207,172

3,207,172

0

0

730

10,690,572

10,690,572

625,186

126,020

2,432

126,020 0 7,485,102 7,611,122 625,18C 625,186 31207,902 11,444,210

0

0

0

0

15,900

0

13,965

1,462

93,960

0

0

0

989,420

0

756

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

576,000

0

0

2,974,618

0

0

0

1,371,053

0

142,287

131,040

6,345

41,734

55,964

0

287,808

0

0

0

0

56,295

0

1,371,053

0

142,287

146,940

6,345

55,699

57,426

93,960

287,808

0

0

4,540,038

0

57,051

130,461

63,460

3,240

18,186

18,459

0

0

0

0

0

0

0

,380

0

130,461

63,460

3,240

18,186

18,459

0

0

0

01

11

153,600

1,314,500

0

119,154

99,025

32,667

33,794

46,713

0

311,792

0

24,900

0

68,040

63,733

153,600

3,076,933

0

391,902

309,425

42,252

107,679

122,598

93,960

599,600

0

24,900

4,540,038

68,040

120,784

1,115,463 576,000 2,974,618 2,092,526 6,758,607 625,186 625,186 2,267,918 9,651,711

△ 989,443 △ 576,000 △ 2,974,618 5,392,576 852,515 0 939,984 1,792,499

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0

△ 989,443 △ 576,000 △ 2,974,618 5,392,576 852,515 0 0 939,984 1,792,499

財務諸表3

正味財産増減計算書内訳表
(平成27年 4月 1日 から平成28年 3月 31日 まで)

ヽ
い

7,483,400

7,483,400

625,186

126,020

1,702

8,236,308

0
0

1,762,433

0

272,748

210,400

9,585

73,885

75,885

93,960

287,808

0

0

4,540,038

0

57,051

7,383,793

852,515

0

0

0

0

852,515



財務諸表3

0

(単位 :円 )

科 目

公益目的事業会計 収益事業等会計

法人 会計 合計確保対策
(養殖復興支援)

育成対策
青年等
組織活動

共通 計
地区協議会
活動

担い手
推進

計

2経常外増減の部
(1)経常外収益

投資有価証券売却益

経常外収益計計

(2)経常外費用

経常外費用計

当期経常外増減額

他会計振替額

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

Ⅱ 指定正味財産増減の部
基本財産運用益

基本財産受取利息

基本財産評価損益

投資有価証券評価損益

一般正味財産への振替額

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

Ⅲ 正味財産期末残高

50,000 50,00C 0 0 0 50,000

0 50,000 50,00C 0 0 0 50,000

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

△ 989,443 △ 576,000 △ 2,974,618 5,442,576 902,515 0 939,984 1,842,499

△ 29,325,486 △ 280,000 △ 2,655,300 31,439,289 △ 821,497 0 9,036,010 8,214,513

△ 30,314,929 △ 856,000 △ 5,629,918 36,881,865 81,018 0 9,975,994 10,057,012

0 0 3,370,028 3,370,028 1,444,298 4,814,326

0 0 3,370,028 3,370,028 1,444.298 4,814,326

0 0 49,407,523 49,407,523 21,174,653 70,582,176

0 0 49,407,523 49,407,523 21,174,653 70,582,176

0 0 △ 3,370,028 △ 3,370,028 △ 1,444,298 △ 4,314,326

0 49,407,523 49,407.523 21,174,653 70,582,176

0 0 392,350,289 392,350,289 168,150,125 560,500,414

0 0 441,757,812 441,757,812 189,324,778 631,082,590

△ 30,314,929 △ 856,000 △ 5,629,918 478,639,677 441,838,33C 199,300,772 641,139,602

(

(

(

(



財務諸表に対する注記

1 継続事業の前提に関する注記
継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

2 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有 目的有価証券・・・償却原価法 (定額法)に よつている。
その他の有価証券・・・・・期末 日の市場価格により時価評価 している。

(2)固定資産の減価償却の方法
該当なし。

(3)引 当金の計上基準
該当な し.

(4)リ ース取引の処理方法

該当な し。

3 会計方針の変更
該当な し.

4 基本財産及び特定財産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとお りである。

(単位 :円 )

基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定財産の財産等の内訳は、次の とお りである.

(単位 :円 )

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

投資有価証券

定期預金

小計

特定資産

小計

合計

559,411,914

1,088,500

171,337,366

0

100,000,000

755,190

630,749,280

333,310

560,500,414 171,337,366 100,755,190 631,082,590

0 0 0

0 0 0

560,500,414 171,337,366 100,755,190 631,082,590

千斗 目 当期末残高
(う ち指定正1末財

産からの充当初

(う ち―刊むEF月ミオ

産からの充当初

(う ち負債に対

する額 )

基本財産

投資有価証券

定期預金

小言「

特定資産

小計

合計

630,749,280

333,310

630,749,280

333,310

０

　

０

0

0

631,082,590 631,082,590 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

631,082,590 631,082,590 0 0

27



6 担保に供している資産
該当なし。

7 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
該当なし。

8 保証債務 (債権保証を主たる目的事業としている場合をのぞく。)等の偶発債務
該当なし。

9 その他の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
その他の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位 :円 )

時価 :帳簿価額× (評価単価 (円 )/100(円 ))

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとお りである。

(単位 :円 )

指定正味財産か ら一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産か ら一般正味財産への振替額の内訳は、次の とお りである。

(単位:円 )

内 容 金  額

経常収益への振替額

基本財産運用益の振替額

小計

経常外収益への振替額

小計

4,814,326

4,814,326

合   計 4,814,326

10

種類及び銘柄 帳簿価額 時  価 評価損益

第 128回利付き国債 (20年 )
神奈川県第 17回 20年公募公債
群馬県公募公債 (20年)第 2回
島根県公募公債 (30年)H26第 2回
神戸市公募公債 (30年)H27第 5回

109,666,690

100,000,000

100,000,000

100,000,000

100,000,000

138,319,280

124,500,000

125,120,000

121,590,000

121,220,000

28,652,590

24,500,000

25,120,000

21,590,000

21,220,000

ハ 、

口 計 509,666,690 630,749,280 121,082,590

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

助成金

未来の水産漁業の

担い手育成プロジ

ェク ト助成金

(鋤
日オ親嗜ヨ

2,809,933 0 2,809,933 0 流動負債

合   計 2,809,933 0 2,809,933 0
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12 投資有価証券評価損益の内訳

投資有価証券評価損益の内訳は、次のとおりであるc

種  類
当年度 前年度 当期投資有価証

券評価損益帳簿価額 時価 時価

第 128回利付き国債 )

神奈川県第 17回年公募公債

群馬県公募公債 (第 2回 )
島根県公募公債 (H26第 2回 )
神戸市公募公債 (H27第 5日 )

109,666,690

100,000,000

100,000,000

100,000,000

100,000,000

138,319,280

124,500,000

125,120,000

121,590,000

121,220,000

127,139,834

115,690,000

116,330,000

100,360,000

99,892,080

11,179,446

8,810,000

8,790,000

21,230,000

21,327,920

小計 509,666,690 630,749,280 559,411,914 71,387,366

定期預金 (金利調整 ) 333,310 333,310 1,088,500 △ 755,190

合計 510,000,000 631,082,590 560,500,414 70,582,176
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財  産  目  録
平成28年 3月 31日 現在

(単位 :円 )

貸借対照表科目 場所。物量等 使用目的等 金 額

(流動資産 )

預金
普通預金
岩手信漁連本店

普通預金
岩手銀行県庁支店

運転資金として

運転資金として

3,091,973

6,969,600

流動資産合計 10,061,573

(固定資産 )

基本財産

その他固定

資産

投資有価証券

定期預金

電話加入債券

第128回利付国債
(20年 )

神奈川県第17回
20年公募公債

群馬県公募公債
(20年 )第2回

島根県公募公債
(30年 )平成26年第2

回

神戸市公募公債 (30
年)平成27年第5回

岩手銀行県庁支店

事務室 1回線

その他の債券として公益目的事業会計、収益事業
等会計及び法人会計で保有し、運用益を公益目的
事業及び法人管理の財源として使用している

その他の債券として公益目的事業会計、収益事業
等会計及び法人会計で保有し、運用益を公益目的
事業及び法人管理の財源として使用している

その他の債券として公益目的事業会計、収益事業
等会計及び法人会計で保有し、運用益を公益目的
事業及び法人管理の財源として使用している

その他の債券として公益目的事業会計、収益事業等
会計及び法人会計で保有し、運用益を公益目的事
業及び法人管理の財源として使用している

その他の債券として公益目的事業会計、収益事業等
会計及び法人会計で保有し、運用益を公益目的事
業及び法人管理の財源として使用している

公益目的事業会計、収益事業等会計及び法人会
計で保有し、 運用益を公益目的事業及び法人管理
の財源として使用している

公益目的事業会計、収益事業等会計及び法人会計
で保有し、使用している

138,319,280

124,500,000

125,120

121,590

,000

000

121,220,000

333,310

74,984

固定資産合計 631,157,574

資産合計 641,219,147

(流動負債 )

未払金

預り金

N宵
厚労省年金事務所

職員からの預り金

電話使用料、社会保険料等

社会保険料、労働保険料等

34,814

44,731

流動負債合計 79,545

(固定負債 )

固定負債合計 0

負債合計 79,545

正味財産 641,139,602
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収 支 計 算 書
(平成27年 4月 1日から平成28年 3月 31日まで)          (単 位 :円 )

科   目 予算額 決算額 差異 備   考

事業活動収支の部

事業活動収入

①基本財産運用収入

基本財産受取利息

②受託事業収入

全国漁業者確保育成センター事務受託料

漁業情報発信強化事業業務受託

④雑収益

事業活動収入計

2事 業活動支出
① 事業費

役員報酬

給料手当

臨時雇賃金

福利厚生費

旅費交通費

会議費

通信運搬費

消耗品費

印刷製本費

賃借料

諸謝金

支払助成金

雑 費

② 管理費

役員報酬

給料手当

臨時雇賃金

福利厚生費

旅費交通費

会議費

通信運搬費

消耗品費

賃借料

諸謝金

租税公課

支払負担金

雑 費

事 業 活 動 支 出 計

10,202,190

10,202,190

725,000

725,000

0

3,500

10.690,572

10,690,572

751,206

625,186

126,020

2,432

△ 488,382

△ 488,382

△ 26,206

99,814

△ 126,020

1,068

全国漁業者確保育成セン

ター

岩手県

10,930,690 11,444,210 △ 513,520

01

355,0001

01

5,141,300

104.500

2,638,500

250,000

1,429,500

30,000

167,000

129,500

26,000

57,000

54,000

295,000

0

25,000

80,000

95,500

|

93,9601

287,8081

0

4,540,038

57,051

2,267,918

153,600

1,314,500

0

119,154

99,025

32,667

33,794

46,713

311,792

0

24,900

68,040

63,733

79:| 71 7,007 
i

I

0l
I

1 08.067 t

l

0l
la 59,748
l

10,1001

21,415

19,tt5

a 9,885

a 93,960

67.192

0

601,262

47,449

370.582

96,400

115,000

30,000

47,846

30,475

a 6,667

23,206

7.287

a 16,792

0

100

1 1,S60

3t,767

10,739,300 9,651,711 1,087,589
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科   目 予算額 決算額 差異 備  考

事業費活動収支差額

投資活動収支の部

投資活動収入

① 特定資産取崩収入

投資有価証券売却益

投資活動収入計

投資活動支出

① 特定資産取得支出

投資活動支出計

投資活動収支差額

財務活動収支の部

財務活動収入

① 借入金収入

財務活動収入計

財務活動支出

① 借入金返済支出

財務活動支出計

財務活動収支差額

予備費支出

当期収支差額

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額

191,390 1,792,499

50,000

△ 1,601,109

△ 50,000

50,000 △ 50,000

0

50,000 △ 50,000

0 0

０

　

０

　

０

　

０

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

191,390 1,842,499 △ 1,651,109

9,692,428 10,949,462 △ 1,257,034

9,883,818 12,791,961 △ 2,908,143
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収支計算書に対する注記

1 資金の範囲
資金の範囲には、現金預金、未収金、立替金、未払金、預 り金を含めてい

る。なお、前期末及び当期末残高は下記に記載す るとお りである。

2 次期繰越収支差額に含 まれる資産及び負債の内訳
(単位 :円 )

科 目 前期末残高 当期末残高

現

未

金 預 金

金収

△
口 計

未  払  金
預   り  金
(職員からの預 り金 )

(日 本財団助成金 )

合  計

11,030,400

0

10,061,573

0

11,030,400 10,061,573

36,165

2,854,706
(44,773)

(z,aog,ggB)

34,814

44,731

(44,731)

(0)

2,890,871 79,545

次期繰越収支差額 8,139,529 9,982,028
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監 査 報 告 書

公益財団法人岩手県漁業担い手育成基金

代表理事  大 井 誠 治  様

平成28年 5月 16日

公益財団法人岩手県漁業担い手育成基金

監事  向井田 敏宏  ◎

監事   博  勝司  ◎

私たちは、平成 27年 4月 1日 から平成 28年 3月 31日 までの第 25事業年度
の理事の職務の執行を監査いた しま した。

その方法及び結果について、次のとお り報告 します。

1 監査の方法及びその内容
(1)業務監査については、理事会その他の会議に出席 し、理事及び使用人か

ら業務の報告を聴取 し、関係書類の開覧など必要と思われる監査手続きを

用いて業務執行の妥当性を検討 しました。

(2)会計監査については、会計帳簿及び関係書類の開覧など必要 と思われる

監査手続きを用いて、計算書類 (貸借対照表及び正味財産増減計算書)及

び付属明細書並びに財産 目録の妥当性を検討 しました。

2 監査意見
(1)事業報告は、法令及び定款に従い、法人の状況を正 しく示 しているもの

と認めます。

(2)理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若 しくは定款に違反する

重大な事実は認められません。

(3)計算書類及びその付属明細書並びに財産 目録は、法人の財産及び損益の

状況を全ての重要な点において適正に示 していると認めます。


